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１ 全庁に共通する改善事項の処理方針 

 財政部  

改善事項 

⑴ 歳入に関する事務について 

ア 調定漏れについて 

   年度当初から使用許可・貸付をしている行政財産目的外使用料・財産貸付料

が未調定となっている事例が複数の課で見られました。また、令和５年度の収

入未済債権の繰越調定が行われていない事例も複数の課でありました。昨年度

の定期監査でも同様の指摘を行いましたが、改めて適正な事務が行われるよう

に周知徹底を図ってください。特に、収入未済債権の繰越調定については、正

しく調定が行われているか、チェックできる具体的な仕組み・体制を検討して

ください。 

問題の要旨 処理の経過、結果又は方針 

 適切な時期に調定が

なされていない事例が

複数の課で見られた。ま

た、令和５年度の収入未

済債権の繰越調定が行

われていない事例もあ

った。 

 特に、収入未済債権の

繰越調定については、正

しく調定が行われてい

るか、チェックできる具

体的な仕組み・体制を検

討すべき。 

（会計課） 

１ 処理の経過 

  令和６年３月１９日に庶務担当係長を対象に、令和

５年度定期監査で指摘された課題を中心に、検査職員

向け研修を実施、また令和６年５月７日の庶務担当係

長会議でも再度周知したが、今年度においても同様の

指摘がなされた。 

 

２ 今後の方針 

  令和７年３月末までに指摘された事例について、間

違えやすいポイントと正しい事務処理を例示した資料

を会計事務のポイントとして掲示します。 

  また、令和７年５月末の出納閉鎖時に収入未済が存

在する課へ滞納繰越調定のポイント資料を配布し、期

限を設けて調定の起票を確認することにより、滞納繰

越調定漏れ皆減を目指します。 
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 財政部  

改善事項 

⑴ 歳入に関する事務について 
イ 納入通知書の納付期限について 

   納入通知書には、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５４条

第３項の規定により、納期限を記載しなければならないとされていますが、納

入通知書の納付期限が記載されていない事例が多くの課で見られました。ま

た、契約書と異なる納期限を記載している事例もありました。令和４年度の定

期監査で指摘した後、一定の改善は見られますが、改めて徹底を図ってくださ

い。 

問題の要旨 処理の経過、結果又は方針 

 納入通知書の納付期

限が記載されていない

事例や、契約書と異なる

納期限を記載している

事例が多くの課で見ら

れた。 

（会計課） 

１ 処理の経過 

  ⑴ア同様、令和６年３月１９日と５月７日に庶務担

当係長を対象に、定期監査で指摘された課題を中心に、

検査職員向け研修を実施したが、今年度においても同

様の指摘がなされた。 

 

２ 今後の方針 

  一定の改善がみられたため、研修などで繰り返し周

知を続けるとともに、歳入に関する決裁は担当課内で

完結することを改めて周知し、文書主任、決裁者が確認

すべきポイントを令和７年３月末までに、各部庶務担

当係長あてローカルメールで配布し、さらなる改善を

目指します。 
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 財政部  

改善事項 

⑴ 歳入に関する事務について 
ウ 使用料徴収事務の運用について 

   施設使用料の徴収において、条例改正後にも関わらず、条例改正前の使用時

間単位での運用が続いている事例がありました。これは、条例改正を担当した

課、施設所管課、受付事務を行う出先機関の職員間で認識が共有されておらず、

使用料徴収の運用変更、ＰＯＳレジの設定変更、ホームページの修正等の対応

がなされていなかったものです。複数の課、関係者が関わる事務においては、

こうした事務誤りが発生しやすいことに留意し、事務に当たってください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 施設使用料の徴収に

おいて、条例改正後に改

正前の使用時間単位で

の運用が続いている事

例があった。 

 複数の課、関係者が関

わる事務において認識

が共有されていない。 

（会計課） 

１ 処理の経過 

  これまでも、根拠法令が最新のものではない指摘が

あった際に担当者へ個別に指導を行っていました。 

 

２ 今後の方針 

  今年度は特に条例改正が多いため、令和７年４月末

日までに、令和６年度中に条例改正による料金改定な

どがあった課へ、個別に事務処理の完了確認チェック

シートを配布し会計課への報告を求めます。 
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 財政部  

改善事項 

⑵ 支出負担行為決定漏れについて 

交付決定した補助金について、支出負担行為決定が行われていない事例が複数

の課で見られました。また、市が借りている用地の借上料についても支出負担行

為決定が行われていない事例がありました。これらの事務を怠たることは、これ

まで繰り返されてきた支払漏れ等の不適切事務の温床となります。改めて適正な

事務処理を徹底してください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 支出負担行為決定の

起票時期が不適切 

（会計課） 

１ 処理の経過 

  令和６年５月７日の庶務担当係長会議で支出負担行

為決定を適切な時期に起票するよう研修するととも

に、会計事務のポイント等で支払時に負担行為を起票

するのではなく、契約時等、市の債務が確定した時点で

支出負担行為を起票するよう指導を繰り返してきまし

た。 

 

２ 今後の方針 

  適切な事務処理について、繰り返し注意喚起を行う

とともに、各所属での予算執行管理が確実に行えるよ

う、令和７年２月２５日に会計事務のポイントとして

歳入・歳出執行状況照会のマニュアルを見直したもの

を掲出しました。 

  また、誤りが多く指摘された土地の賃貸借について

は、令和７年２月２１日に行政管理課からの照会にあ

わせて、具体的な事例と誤りを防ぐポイントを臨時の

会計事務ポイントとして掲出しました。 
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 総務部  

改善事項 

⑶ 土地の賃貸借契約等について 

  市が土地を借りる場合、「賃貸借期間が２年以上にわたる場合でも、契約書中に

翌年度以降において歳入歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場

合には当該契約を解除する旨の条件を付した場合は、債務負担行為の手続をとる

必要はありません（地方自治法第２３４条の３）。」とされています。 

  しかしながら、市が土地を借りる長期賃貸借契約や、いわゆる自動更新条項を

含んだ土地の賃貸借契約等において、上記解除条項が含まれていないにも関わら

ず、債務負担行為の手続がとられていない事例が複数の課で見られました。文書

事務の手引きでも周知していますが、適正な対応を検討し、改めて庁内へ周知を

図ってください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 市が複数年にわたっ

て土地を借りる場合の

契約において、予算の減

額に係る解除条項が含

まれていないにも関わ

らず、債務負担行為の手

続が取られていない事

例が複数の課で見られ

た。 

 （行政管理課） 

１ 処理の経過 

  令和７年２月に、全庁的に複数年にわたる賃貸借契

約について、適切な内容となっているか調査を行うと

ともに、市が私有地を賃借する場合の契約書例につい

て、改めて周知を行いました。 

 

２ 今後の処理方針 

 ⑴ 複数年にわたる賃貸借契約において、予算の減額

に係る解除条項を定めていない場合には、契約書の

見直し又は債務負担行為の手続を行うこととしま

す。 

 ⑵ 文書事務研修などの機会を捉え、本件を不適切な

事例として具体的に示し、適正な契約事務が行える

よう周知を徹底します。 
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 総務部・財政部  

改善事項 

⑷ 補助金交付事務について 

  複数の課において、次のような事務誤りが見られました。適正な事務が行われ

るように改めて庁内への周知を図ってください。また、補助金事務に関する注意

事項が１つにまとめられた「補助金事務マニュアル（新財務会計システム・新文

書管理システム対応版）」の作成についても検討してください。 

 ア 補助金交付決定起案の決裁日と補助金の支出負担行為決定書の起票日が一

致していない。 

 イ 補助金交付決定書が交付要綱の様式と異なる。 

 ウ 補助金交付決定書の施行文（公印が押された発送文書）がシステムに登録さ

れていない。 

 エ 適切な文書番号が使用されていない（補助金交付決定時に指令番号を使用し

ていない、補助金確定時に指令番号を使用している等）。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 補助金の支出負担行

為決定書の起票日、補助

金交付決定書の様式及

び文書番号が適切なも

のになっていない、施行

文がシステムに登録さ

れていない、といった事

務誤りが複数の課で見

られた。 

 （行政管理課） 

 （財政課） 

 （会計課） 

 

１ 処理の経過 

 ⑴ 平成２３年に「補助金事務の流れ」という補助金関

係事務の流れについてまとめたものを作成し、庁内

情報システムに掲出しましたが、更新しておらず、新

財務会計システムや新文書管理システムに対応した

ものになっていませんでした。 

 ⑵ 令和７年３月に、文書管理システムに関する補助

金交付事務に係る留意事項について庁内に周知する

とともに、交付要綱が実態と異なる場合は速やかに

改正するよう周知しました。 

 

２ 今後の処理方針 

 ⑴ 毎年度当初に行っている文書事務研修の内容を見

直し、新文書管理システムの利用方法の説明にあわ

せ、文書番号や施行文の考え方について、誤りが多い

事例をもとに具体的に説明し、適正な事務が行われ

るよう指導します。 

 ⑵ 文書事務と会計事務で関連する内容について、合

わせて事務の流れが確認できるようなマニュアルの

作成について検討します。 
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２ 委員監査を実施した各課等の改善事項（主なもの）の処理方針 

 健康福祉部  

委員監査を実施した各課等の改善事項（主なもの） 

⑴ １つの収入を三重に調定している事例がありました。 

⑵ 徴収委託契約とすべき契約で、収納委託契約を締結している事例がありまし

た。 

 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

１つの収入を三重に

調定していた。 

（食品・生活衛生課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収委託とすべき契

約を、収納委託として契

約を締結していた。 

（食品・生活衛生課） 

 

 

 

 

 

１ 処理の経過 

担当職員を対象に、会計事務の手引き及び新財務会

計システムマニュアルを用い、課内研修を実施し、適切

な事務処理を行うよう職員に周知しました。 

 

２ 今後の処理方針 

 ⑴ 担当職員を対象に、職員研修（会計事務）の受講を

必須とし、会計事務全般について、知識の習得に努め

ます。 

⑵ 毎月末に歳入予算整理簿と突合し、処理未済の伝

票等があれば、速やかに事務処理を行うよう徹底し

ます。 

 

 

１ 処理の経過 

契約内容等を再度確認したところ、徴収委託とすべ

き契約であるため、適切な事務処理を行うよう職員に

周知しました。 

 

２ 今後の処理方針 

  次年度契約時において、指摘事項を踏まえ、徴収委託

として契約を締結します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

 産業振興部  

委員監査を実施した各課等の改善事項（主なもの） 

 部長決裁が必要な行政財産の目的外使用許可が、課長決裁で処理され、契約管財

課長への合議もなされていない事例がありました。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 行政財産の目的外使

用許可事務において、事

務誤りがあったもの。 

(耕地課) 

１ 処理の経過 

行政財産の目的外使用許可に係る松本市専決代決規

程等についての認識不足から、事務誤りが生じました。 

このような事務誤りが生じないよう、関係法令等に

係る研修の実施及びチェック体制の強化を指示しまし

た。 

 

２ 今後の処理方針 

  職場内研修に努めるとともに、関係法令等に基づく

事務取扱いのチェック体制を強化し、適正な事務処理

を徹底します。 
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 教育委員会  

委員監査を実施した各課等の改善事項（主なもの） 

職員個人の現金を、公金収納時の釣銭として金庫に保管している事例がありまし
た。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 公金収納時の釣銭に

ついて、不適切な事務が

見られた。 

（学校給食課） 

 

１ 処理の経過 

  公金収納時の釣銭の取扱いについて、適切な事務処

理を行うよう職員に周知しました。 

 

２ 今後の処理方針 

個人の現金は返却し、会計課へ「窓口資金（釣銭）貸

出依頼」を提出の上、令和７年２月に釣銭を用意しまし

た。 
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３ 業務の適切執行に関する提言の処理方針 

  総務部・財政部  

業務の適切執行に関する提言 

⑴  電子化による確認機能の低下への対応 
電子決裁は、紙決裁に比べて全体を把握しにくく、視認性の面でも見落としや

すい傾向があります。決裁者等によるチェック体制を強化するため、デュアルモ
ニタの導入や添付書類の改善を検討してください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 電子決裁は、紙決裁に

比べて全体を把握しに

くい傾向がある。 

 チェック体制の強化

のため、視認性の向上や

添付書類の改善が必要。 

（行政管理課） 

（会計課） 

電子決裁に添付する書類について、必要な情報を作成

者が精査し、決裁者が確認しやすい形でまとめるための

文書作成能力の向上について、職員研修や掲示板（業務

改善ひとくちメモ、会計事務のポイント）などで繰り返

し周知を行います。 

真に添付が必要な書類の精査及び添付書類確認の方

法、ツール、ソリューションなどについて研究を進めま

す。 
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 総務部・財政部  

業務の適切執行に関する提言 

⑵  課長・係長向け職員研修等の実施 
システムの習熟不足やチェックすべきポイントが曖昧なまま決裁が行われ、確

認不足と思われる事例が見受けられます。また、課内で進捗管理が十分になされ
ていないことによる調定漏れや支払漏れの発生が危惧されます。課長・係長等が
チェックする観点からの研修等を実施するとともに、予算の段階からの体系的な
進捗管理の方法について検討してください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 各課の決裁において、

確認不足と思われる事

例が見受けられる。 

 各課で進捗管理がさ

れていないことによる

調定漏れや支払漏れの

発生が危惧される。 

（職員課） 

（会計課） 

 例年実施している会計事務研修において、決裁におけ

る確認不足や、調定漏れや支払漏れの発生事例を具体的

に示し、チェックすべきポイントを重点的に講義するな

ど、より実務的な内容に改善していきます。 

 また新たに検査職員となる新任係長研修やＯＪＴ研修

向けの資料作成、テーマ別の少人数研修の開催などを検

討し、研修参加者だけでなく組織全体での予防体制構築

を図ります。 
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 総合戦略局・総務部・財政部  

業務の適切執行に関する提言 

⑶  事務の効率化による負担軽減 
電子決裁導入後、省力化された部分がある一方、回議方法等が複雑化し、効率

化の妨げとなっている面もあります。事務運用を見直し、事務の簡素化を検討し
てください。また、将来的にはシステムによる自動入力・自動チェック機能やＡ
Ｉによるチェック等について研究を進めてください。 

問 題 の 要 旨 処理の経過、結果又は方針 

 電子決裁導入後、回議

方法等が複雑化し、非効

率的な面がある。 

 事務運用の見直し、事

務の簡素化を検討され

たい。また、システムや

ＡＩによるチェック等

についても研究された

い。 

（ＤＸ推進本部） 

（行政管理課） 

（会計課） 

 令和６年度の包括外部監査において、一部の報償費支

払伝票について請求書の省略を提言されています。新シ

ステム導入時に事務の混乱を防ぐため、節ごとに回議方

法などを統一したマニュアルを整備しましたが、時間も

経過し事務の簡素化が図れる部分については見直しを進

めており、令和７年度までに改定予定の会計事務の手引

きにおいて簡素化を実施していきます。 

 また、会計課審査による差戻内容のうち、財務会計シ

ステムのカスタマイズにより、システム的にエラー処理

ができる単純な記載漏れ等を精査し、実装に向けた検討

を令和７年度中に着手します。 

 さらに、回議方法等が複雑化している原因について検

証を行い、必要に応じ例規改正及び事務フローについて

も見直します。併せて、効率化に向けた自動入力やＡＩ

を活用したチェック機能など、最新ソリューションの研

究を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


